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Ⅰ はじめに
2007年の「社会福祉士及び介護福祉士法」改
正では，1988年の法制定からほぼ20年を経て，社
会情勢の変化，社会福祉の法・制度，福祉サービス
が大きく転換した。また，更に深刻化する少子高齢
化人口減少化社会において，国民の期待する社会福
祉実践者の養成を目的に抜本的な見直しが行われた。
その見直しの中で，「福祉行財政と福祉計画」とい
う科目が設けられた。
この「福祉行財政と福祉計画」の科目が設定され
た背景には，社会福祉が社会の制度・システムとし
て定着していること。また，福祉行財政と社会福祉
計画が単に制度として国からトップダウンとして提
供されることではなく，制度・システムを住民ニー
ズに応じて運営・管理することが社会福祉実践者に
要求されていると考えられる。そのためには社会福
祉計画を官民協働で作り上げることが必要とされる。
これまでの社会福祉教育の中で，社会福祉計画は
社会福祉援助技術の一つとして教育される内容であっ
た。今改正で独立した科目となったことは，住民や
福祉サービスの利用者が，行政における社会福祉専
門職の活躍を期待していることでもある。
本論は，社会福祉計画を社会福祉分野の観点から，
政治学的，財政学的，行政学的な分析ではなく，ソー
シャルワーク的視点から論じることとする。
社会福祉計画は，日本の行政計画の中で，経済計
画から社会計画，社会福祉計画さらには地域福祉計
画への転換をしている。1970年代後半からの社会
福祉の大変革は，社会全体の大きな変動と結びつい
ている。それらを概観しながら，今後の社会福祉計
画の課題を考察する。
Ⅱ 我が国の社会福祉計画の変遷
我が国の社会福祉計画は，経済計画の中に内包さ
れながら，社会経済の変遷とともに発展してきてい
る。野口定久は，「経済計画は経済開発の課題を解
決し，そのマイナス面を社会計画が補完するという
経済開発と社会開発の相互補完関係において整理さ
れていく。社会計画は社会政策の課題解決を図る中
で，生活問題を中心とした社会福祉計画に接近して
いく。社会福祉計画は個人や家族の生活問題の解決
に迫られる課題の中で福祉サービスの基盤整備から，
地域を基盤とした社会福祉計画へ展開していくとし
ている。
ⅰ
」として，経済計画と社会計画，さらに
社会福祉計画を説明している。このことは当初貧困
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対策として位置づけられていた社会福祉政策が，社
会の構造的変化と人々の生活構造の変化に伴って，
貧困対策や経済対策としてとらえきれなくなってい
く中で，基盤整備型から問題解決型の社会計画に変
遷したことを意味する。更には，低経済成長，少子
高齢化社会の到来とともに，地方公共団体，社会福
祉関係者，住民などによる地域を基盤とした協働社
会への転換とともに，参加型の社会福祉計画へ変遷
していく歴史的転換と考えられる。
以下に各年代について，概観する。
1950年代は，第2次世界大戦の荒廃から抜け出
し，1960年代の高度経済成長に向かって経済優先
の政策を推進する時期であった。1951年の社会福
祉事業法制定によって，社会福祉事業とその実施体
制が法定化された。これによって社会福祉の主体及
び体制の確保を目指し，措置制度とともに整備する
ために1955年「社会保障5カ年計画」を制定した。
この時期の最優先課題は戦後の貧困対策の解決であ
り，経済的な貧困対策を中心に進めることにあった。
経済計画においては1955年の経済自立5カ年計
画及び1957年の新長期経済計画は世界経済の中で
の進出を可能にするために，金融及び財政の構造の
確立と産業基盤の整備を軸にした高度経済成長を可
能にするための計画である。これらは1960年の
「国民所得倍増計画」につながり，高度消費社会の
到来をもたらした。また，国土総合開発法に基づき，
産業基盤整備を目標とした計画として，1962年に
全国総合開発計画，1964年には新全国総合開発計
画を策定した。これらの計画は全国総合開発計画を
頂点に諸々の長期計画，地域開発計画，市町村行政
計画といった中央から地方へのトップダウン型で進
められ，経済・地域開発中心の政策が進められた。
その結果地域の開発ブームが起こりさまざまな開発
がおこなわれ，公害や環境破壊，健康被害が続出す
ることとなった。
経済優先の政策のなかで社会福祉の計画もこの国
土総合開発計画に包括された。経済の自立から極大
成長を目指し生活水準の向上と完全雇用を目指した
経済計画は，1965年の「中期経済計画」において，
ひずみを是正する必要に迫られ，1967年の「経済
社会発展計画40年代への挑戦」では，均衡がとれ
充実した経済社会への発展が目標とされた。
一方，1969年の地方自治法改正によって，市町
村は基本構想を策定し，これを議会で議決すること
とされた。これによって市町村は長期的視野に立つ
基本構想と，基本構想を実現する中期的な基本計画
及び短期的な実施計画を策定することとなった。こ
のような地方分権の動きも，地域における社会福祉
のあり方に大きな影響を与えたと考えられ，社会福
祉分野の行政計画も市町村の中で，基本構想の下に
各部門計画へと整理されていくこととなった。この
時期の計画には，経済政策によって国民生活が豊か
になることと，その財源による福祉国家の実現が政
策目標に挙げられていた。しかしながら社会福祉の
政策実現は優先度の低いものであり，経済成長の必
要性が強調されていた。
1970年代は，経済優先の高度消費社会の負の部
分として，過疎過密問題，公害問題などのさまざま
な社会問題が表面化するとともに，経済発展的には
オイルショックを契機に低経済成長へと転換してい
くこととなる。
1970年「新経済社会発展計画」は均衡のとれた
経済発展を通じる住みよい日本建設を目標にし，
1973年「経済社会基本計画」では国民福祉の充実
と国際協調の推進の同時達成を目標とした。この時
期においては公共投資中心の高度成長志向の計画で
あり，国土総合開発法に基づく計画と相まって，公
害被害，環境破壊といった社会のひずみが増大する
こととなり，社会計画との調整が必要になったと考
えられる。1977年の「第三次全国総合開発計画」
は人間と自然との調和のとれた人間居住の総合的環
境」を計画的に整備することを基本的目標とし，
「定住圏構想」を提起し，福祉的な考え方を取り入
れてはいる。大都市抑制，地方振興を柱とした。民
間資金の投資を図るなどの，財政負担の問題に踏み
こんでいる。1976年「昭和50年代前期経済計画」
では我が国経済の安定的発展と充実した国民生活の
実現を目標とし，1979年「新経済社会7カ年計画」
は，経済運営の基本方向のひとつとして，「新しい
日本型福祉社会の実現」を掲げ，個人の自助努力，
家庭や地域での相互連帯を基盤とした福祉社会と効
率のいい政府が適正な公的福祉を重点的に保障する
といった日本型福祉社会を提起している。これは
1977年の「第三次全国総合開発計画」とともに，
大規模開発，都市集中の反省をもとに，生活の質を
中心とした課題に対応することとなった。
社会福祉分野においては1973年に「福祉元年」
を発表し，1975年には高福祉負担による福祉国家
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作りが主張されたが，1973年のオイルショック以
降の福祉見直し論から「日本型福祉社会」へ，施設
福祉から在宅福祉への政策転換として捉えられる時
期である。1960年代から1970年代初頭の高度経済
成長を背景とした社会福祉の拡大と発展は，国の財
政負担を前提にしていた。そのため高度経済成長が
終焉し，低経済成長期に入ると，国庫補助の削減を
柱に，財政合理化を進める必要から福祉的には後退
と考えられる政策の転換となった。具体的には，自
助努力，地域連帯を軸に私的な努力を基盤としつつ，
社会保障及び社会福祉などの公的な制度は，私的な
ものを補完すると位置づける方向性が示された。福
祉国家の成立をめざした政策を大きく転換させる必
要性があった。
1970年代の福祉国家批判に対して，古川孝順は，
「ひとつには，福祉国家は，租税の拡大，預貯金の
縮減，政府による規制の強化と政府への依存，民間
活力の低下を招き，資本主義経済の停滞を招いたと
いうものと，もうひとつは，福祉国家は，行政国家
に不可避な中央集権主義や官僚主義の拡大，それに
伴う停滞と非効率，民間による活動の縮減を招いて
いるという批判であるとしている。
ⅱ
」と2つの側
面があったとしている。世界的な景気後退の中で，
福祉国家は後退を余儀なくされ，その後の市場原理
への移行，民間活力の活用，自己責任の強化，民間
の自主・非営利活動の奨励，福祉社会の活性化への
論議へとつながっていった。このことは我が国にも
影響を及ぼし，1980年代半ばの行財政改革へとつ
ながったと考ええられる。
1980年代は，1981年の「国際障害者年」翌年の
「国連障害者の十年」の国内行動計画として障害者
施策としては初めての長期計画である「障害者対策
に関する長期計画」が策定された。その一方で1980
年代の福祉改革は，国庫補助の削減，受給資格の引
き締め，受益者負担の拡大，民間活力の活用を軸に
推進される。
経済計画においては，1983年には「1980年代経
済社会の展望と指針」，1988年「世界とともに生き
る日本―経済運営5カ年計画」において，グロー
バリゼーションの中での日本と国際貢献を柱にした。
1980年代後半のバブル経済と国際競争の陰で，国
民の生活の質は後退することとなった。
1990年代は，我が国の財政は急激に悪化し，同
時に少子高齢化の問題が表面化していく中で，経済
中心の計画から社会計画を主題とする行政計画が導
入された。1992年「生活大国5カ年計画地球社会と
の共存を目指して」ではこれまでの経済計画から社
会計画としての性格を帯び，生活大国への変革，地
球社会との共存，発展基盤の整備を目標としている。
1995年の「構造改革のための経済社会計画」では
自由で活力のある経済社会の創造，豊かで安心でき
る経済社会の創造，地球社会への参画を目標として
いる。1997年の「経済社会のあるべき姿と経済新
生の政策方針」では多様な知恵社会の形成，少子・
高齢化人口減少社会への備え，環境との調和を目標
としている。このことは低成長期時代に経済優先計
画から社会計画への傾斜が進んできたといえる。
社会福祉分野では，1997年に社会福祉関係八法
改正が行われ，地域福祉の推進，ノーマライゼーショ
ン理念の実現を目指し，市町村において高齢者保健
福祉分野の入所及び在宅サービスを総合的に実施で
きる体制を整えるための法的整備が行われた。198
2年「障害者対策に関する長期計画」，1986年「長
寿社会対策大綱」，1989年「高齢者保健福祉推進十
ヵ年戦略（ゴールドプラン）」策定といった一連の
国レベル計画の策定と，機関委任事務の団体委任事
務化などの地方分権化の促進をはかる方向が明確に
され，都道府県及び市町村に老人保健福祉計画の策
定が美務付けられた。1994年児童の領域で「子育
て支援総合計画（エンゼルプラン）」。1995年には
「障害者プラン（ノーマライゼーション7カ年計画）
が策定され，これをもって社会福祉の主要な領域に
行政の計画が策定されることになり，社会福祉の施
策は計画行政に移行することとなった。
2000年以降は，1998年に中央社会福祉審議会社
会福祉基礎構造改革分科会が「社会福祉基礎構造改
革について（中間取りまとめ）」を発表し，社会の
変化に対して戦後50年間維持されてきた社会福祉
制度，即ち措置制度では十分な対応は困難であり，
改革が必要としてその理念及び具体的な内容ととも
に社会福祉サービスを契約で利用することを示した。
これを受けて2000年に「社会福祉の増進のための
社会福祉事業法の一部を改正する等の法律」が成立
した。社会事業法を社会福祉法に改称したのをはじ
めとして，個人の尊厳を尊重した地域自立生活支援
という理念を制度的に具現化するという視点におい
て，措置制度から契約制度への移行，利用者本位の
サービス制度の確立，サービスの質の向上，地域住
社会福祉計画の変遷と今日的課題
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民を主体とする地域福祉の推進の3つを主体とす
る改正を行った。具体的な方法として，都道府県に
地域福祉支援計画，市町村に地域福祉計画の策定が
努力義務として定められた。また，障害者分野では
2005年障害者自立支援法が成立し市町村障害者福
祉計画が策定義務化されたとともに障害者分野にお
いても契約による福祉サービスの利用がはじまった。
障害者基本法によって市町村障害者計画が2007年
4月から策定が義務づけられた。これによって国，
都道府県，市町村の3層による各福祉分野の計画
策定が位置づけられた。
以上を要約すれば，1950年代から1970年代にか
けての国民生活は，人口構造的に比較的若く労働人
口も多く存在し，人口の流動性が高いという特徴が
ある。これにより労働者や若年人口が集中する都市
部での過密，逆に労働者や若年人口が流出する農村
部での過疎という現象が顕著になり大家族から核家
族への転換も顕著であった。経済優先の施策の中で，
経済成長を遂げ，人々の関心は上下水道の整備など
といった快適さの確保，社会サービスとしての教育
の充実に向けられた。都市部を中心にコミュニティ
形成には，地域の要となる学校，文化施設，公民館
などの充実，その機能強化が重要な役割を担った。
1970年代後半からは，人口の定住化とともに，
人口の増減ではなく人口の高齢化が深刻な社会問題
として指摘され始める。公害や疾病，それに伴う障
害。高齢化に伴う介護などの生活困難が顕著にあら
われ，貧困対策としての社会福祉では解決できない
問題が明らかに増え，「新たな貧困」として指摘さ
れた。地域における医療機関などの拠点整備が不可
欠と考えられ，大家族から核家族への転換に伴う家
族機能の変化から，自助では解決できない問題も増
加し，地域福祉の充実も指摘され始めた。1980年
代は，グローバリゼーションのなかで国民生活の質
の低迷が起こり，「新たな貧困」の深刻化とともに，
在宅福祉への転換が計られる中での，地域の医療機
関・福祉施設の増加が目立つこととなった。
1990年代は，経済状況の急速な悪化，少子高齢
化の表面化のなかで，中央政権主導の福祉政策から
地方公共団体，特に国民生活に一番近いとされる市
町村を軸に計画化を推進し，市町村老人保健福祉計
画の中で，高齢者施設の建設が積極的に行われ，市
町村を単位に，高齢者福祉サービスの基盤整備が進
んだ。
2000年以降は，低経済成と少子高齢化に象徴され
る社会変化の中，契約社会の浸透とともに社会福祉
サービスの利用，自立生活の支援，地域での共助を
強調する市町村単位での社会福祉運営に視点が移っ
てきている。我が国の社会福祉を遂行するための行
政計画については，当初国による経済施策の一環と
してとらえられ，その後低経済成長期には，自助努
力の補完的役割を期待され，少子高齢化社会の到来
に伴い，市町村を中心とした国民の自立支援を行う
ものとして変遷してきている。
このような社会福祉における行政計画の変遷と国
民の社会生活の変遷を鑑みてみると，経済情勢の変
化が大きな流れを作ってきていることも事実である。
経済優先の我が国の風潮の中で，経済成長に支えら
れ1970年代までにある程度の福祉国家化を成し遂
げた。一方で過疎過密，大家族から核家族などの生
活構造の変化，経済の陰りと共に，国際的な福祉国
家批判に巻き込まれ，福祉国家形成と福祉国家の危
機を同時に迎えた。
行政計画も経済計画から社会計画への変遷が見て
取れる。社会福祉計画においても，1990年代の限
られた財政の中での社会福祉サービスの計画的な基
盤整備から，2000年以降の地方分権と契約・利用
といったサービス展開論の中での社会福祉サービス
の運営管理の導入と，国民参加を求める地域福祉計
画へと変遷している。
今日の社会福祉行政の中で，国がすべての生活場
面で責任を持つ「福祉国家」的な施策は，経済的な
側面から困難と考えられる。福祉国家的な行政施策
をある程度残しながら，国民の参加という福祉社会
の確立とともに，自立生活をするための支援をする
といった参加型の福祉施策を展開しようとしている
と考えられる。
Ⅲ 地方分権と社会福祉計画の今日的意義
1990年代以降の大きな動きである地方分権と社
会福祉計画について考察する。
我が国の今日的な分権改革は，1995年の地方分
権推進法の制定に始まると考えられる。この法律に
よって地方分権推進委員会が発足し1998年までに
この委員会が第5次報告まで出している。これに基
づき1999年地方分権推進一括法が制定され2000年
から施行された。この改革は，地方への補助金の廃
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止・縮小，地方交付税の総額抑制と簡素化，国から
地方への財源の移譲を目指し，三位一体改革といわ
れた。澤井勝は，この改革について「1990年代に
行われた地方分権化が中央政府と地方政府が縦系統
ではなく水平的で対等な関係に再編されるというパ
ラダイム転換がおこなわれ，ガバナンスが有効に機
能する考え方に基づいて行われた。
ⅲ
」と指摘して
いる。国がトップダウンで地方自治体をガバメント
（統治）することから，地方分権化において，国，
地方自治体との関係が対等平等にガバメント（共治）
する関係を制度的に目指すものとして進められるこ
ととなったと考えられる。
社会福祉の分野では，1990年の福祉八法改正に
よって，施設福祉や在宅福祉サービスに関する権限
が市町村に移譲され，市町村による老人保健福祉法
の制定が義務化された。これによって社会福祉行政
の責任は第一義的に市町村となった。社会福祉領域
での分権化は，地方分権一括法以前よりはじまって
いた。この市町村が計画を策定し社会福祉の充実を
図っていく手法は，児童・障害者領域にも広がり，
今日では地域福祉も含めて，社会福祉のすべての領
域においてはかられている。このことは，社会福祉
分野において，地方分権への転換は少なくとも1980
年代後半には始まっていることを示している。しか
しながらこれは財政的な根拠が薄く，権限委譲はさ
れたが，市町村の裁量権は殆ど認められないもので
あった。
1990年代の計画は，福祉サービスの基盤整備を
数値目標として達成する為に立てられてきた。2000
年以降の地域福祉計画は地域福祉の推進を住民参加
で推進するための計画である。
1990年代に主流となった基盤整備型の計画であ
る高齢者保健福祉計画などの各分野計画のもとで全
国的に福祉サービスが整備された。
2000年に社会福祉法が改正され，法の目的の中
心に地域における社会福祉の推進，つまりは地域福
祉の実現とした。その実現のために市町村に高齢・
児童・障害などすべての領域を統合する位置づけの
地域福祉計画の策定を努力義務とし，住民参加を地
域福祉計画策定の重要な要件とした。
介護保険事業に代表される介護サービスは市場経
済・契約制度への移行に伴いサービスへのアクセス
距離がコストに反映する仕組みとなっており地域格
差の拡大に至った。このような格差是正を地域福祉
計画において，地域にある社会資源としての福祉サー
ビスを有効に活用し，住民とともに公正で効率的な
地域における福祉を実現することが求められる。こ
のような考え方を野口定久は，「新しい公共として，
公セクター，民間セクター，市民・社会システムの
三者の協働によって公共的諸問題を解決していく政
治・経済・社会システムを地方自治体が中心となっ
て構築していくこと。
ⅳ
」としている。
従来型の基盤整備計画で整備されてきた福祉サー
ビス提供部門である社会福祉施設などの社会資源と，
福祉国家型で作り上げてきた制度政策は社会福祉運
営・管理（ソーシャルアドミニストレーション）と
して展開されてきた。今日では契約・サービス利用
といった多元的な福祉サービス供給体制の在り方に
転換しているため，従来の社会福祉運営の方式では
なく，民間セクターと同じように開かれた運営・管
理を行わなければならない。また，地縁血縁といっ
た伝統的な地域活動とNPO・ボランティアといっ
た新しい市民活動などを協働させることによって，
新しい公共を作り出すことが必要である。
日本の地域福祉社会の変化の結果，老人福祉，児
童福祉，障害者福祉などの縦割りではなく，領域横
断的な地域福祉の考え方が社会福祉の世界で重視さ
れるようになってくる状況のことを武川正吾は「地
域福祉の主流化
ⅴ
」と呼んでいる。更に，武川正吾
は，地方自治における地域福祉の重要性を「現代の
地方自治では，従来のガバメント（政府統治）から
ガバナンス（共治）への脱却が課題となっているが，
地域福祉はまさにその試金石である。このため地域
福祉は単に社会福祉の課題であるだけではなく，地
方自治全体の課題となりつつある。また，地方自治
法に定められた市町村の基本構想や基本計画自体が
地域福祉計画としての性格を持ちはじめる。
ⅵ
」と
指摘している。
第2次世界大戦後の経済計画から社会計画，社
会福祉計画による基盤整備を経て，縦割りの領域に
とらわれずに，住民参加による官民協働の計画づく
りは，地域における社会福祉の推進に不可欠であり，
地域福祉が社会福祉の主流となったと考えられる。
我が国の行政計画はその歴史的背景から，経済優
先の開発型計画から，国民の生活に主眼を置く社会
計画へと変遷し，社会計画から，少子高齢化などの
社会的背景によって，社会福祉をどのように設計し
運営していくかといった社会福祉計画に移行してき
社会福祉計画の変遷と今日的課題
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た。
社会福祉計画においても，サービス基盤整備型の
計画から，地域における福祉の実現の為の計画へと
推移してきている。また，社会福祉分野において，
分野ごとに細分化されてきた計画を統合的に進める
必要性からも，地域，市町村を基盤とする住民参加
型の計画策定に方向性が向いている。更に官民協働
の考え方は，社会福祉に限らず市町村の基本的計画
である基本構想，基本計画への波及している。この
ことはガバメントからガバナンスへの移行と符合し，
地域を基盤としたローカルガバナンス（共同統治）
の確立に向かっているといえる。
社会福祉を中央政府が準備して，国民の中で条件
に合った者に適応させる従来型，貧困対策型の福祉
政策から，すべての国民を対象に，契約によって利
用していくサービスへの転換，国民が福祉の担い手
としての社会への転換が始まっていると考えられる。
Ⅳ 社会福祉計画の課題
社会福祉の大きな改革は社会全体の大きな変動と
結びついている。地方分権化のなかで，福祉サービ
スの地域間格差，共同体の崩壊によって生み出され
る社会的排除などの公共的な諸問題の解決が必要で
ある。社会福祉施設に在宅福祉サービスを内包し，
地域において包括的にサービスなサービス展開を可
能にする地域システムを構築することが必要である。
このような諸問題を新しい社会福祉計画である地域
福祉計画の策定とともに，住民参加で解決していく
方向性を示していかなくてはならない。
従来の社会福祉サービス基盤整備型の計画手法で
は，自治体の財政基盤による限界がある。また利害
関係者の思惑などによって施策の優先性をつけられ
ないなどの問題がある。
自治体の解体・合併への動きは，財政諮問会議
「日本21世紀ビジョン」の最終報告では2030年の将
来の日本像において，国土の均衡ある発展を転換し
特定地域での人口集約化を促進することも示されて
いる。このことは地方自治体にとって大きな変革と
決断を迫ることになる。
地域再生と持続可能な地域コミュニティの構築を
どのように行うのかが重要な課題となる。国土交通
省「過疎地域における集落の状況に関する調査
（2006年4月，2007年1月中間報告）」によれば，
高齢者が半数以上を占める集落が12.6%，機能維持
が困難となっている集落が4.7%，消滅の危機・可
能性のある集落が全体の2割となっており，1999
年の調査時よりも集落消滅が進んでいることをうか
がわせる。
地域崩壊，集落消滅への歯止め，人口流出，人口
減少をどのように食い止めるかが地方にとっての大
きな課題である。このような地方の危機とは，生活
機能の脆弱化，少子高齢過疎化，雇用機会の減少化
によって加速されている。これらによって人口が流
出する，人口流出によって人口の自然増が望めない
（少子化），人口の自然減が増大する（高齢化）そし
て人口が減少するといった悪循環が認められる。人
口減少への対策は，住み続けたいという住民の意思
を尊重し，生活機能を維持する社会基盤整備が必要
である。人口減少によって，社会基盤の維持に対し
てひとりひとりの負担は増大する。生活機能の維持
には，公共サービスを含めた維持が不可欠であるが，
公平性と税の分配を基本とした医療や社会福祉など
の市場では解決できない準市場との新しい関係を創
出しなければならない。
財政破綻した北海道夕張市の実例に見るように，
人口の流出化は，能力と機会のある人には可能性が
あり，社会的弱者にはハードルが高い。社会的弱者
が地域に住み続けるには，公共空間の維持が不可欠
である。そのためには社会的弱者を含めた地域雇用
の創設が必要である。効率性を高めた地域経済の活
性化が必要になる。公平性と効率性の両立を可能に
しなければならない。
日本の伝統的な地域社会関係と新しいコミュニティ
関係の整理も必要である。互酬（助け合い）の再構
築，「おかげさま」「おたがいさま」の規範，日本の
伝統的社会においての，直接的見返りは求めず他者
への奉仕の気持ちとともに，将来自分が困ったとき
に他者が助けてくれるかもしれないといった期待が
ある。伝統的地縁血縁関係に存在するが，NPO・
ボランティア活動の活動原理のなかにも互酬がみて
とれる。伝統的な地域社会関係と新しいコミュニティ
関係は，かけ離れたものではなく基盤としているも
のには共通項があるため，ここでも新しい関係性を
築くことが重要である。
社会福祉計画の今日的課題は，社会福祉法で示さ
れた社会福祉の目的である地域における福祉，即ち
地域福祉の推進をどのように進めるかであり，その
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ための地域福祉計画が必要になってきているといえ
る。
地域福祉計画は，新しい公共の構築とともに，住
民参加で構築していくことが求められる。すなわち
ローカルガバナンス（共同統治）の構築が必要であ
ると考えられる。
Ⅴ おわりに
社会福祉計画は，社会全体の大きな変革の中で，
大きく方向転換してきている。高度経済成長期にお
いて経済優先の政策の中で，貧困対策から社会的弱
者のサービス提供を中心とする計画。少子高齢人口
減少社会への対応として，社会福祉サービスの基盤
整備を中心とする計画。低経済成長と少子高齢人口
減少社会の到来とともに，地域を基盤とする住民参
加によるシステムの構築のための計画と変化してき
た。社会の変革とともに，社会福祉計画の目的や意
義も変化してきたといえる。
今日的な社会福祉計画の目的と意義を整理すると，
経済優先で進められてきた社会福祉整備が福祉国家
の基盤整備として，今日の福祉サービスを支えると
ともに，福祉国家批判から福祉社会への転換を経て，
国民参加による地域における福祉の実現に向かって
いる。このための社会福祉計画の策定が求められて
いると考えられる。
地域における社会福祉の実現には，地方分権と地
域住民の参加は不可欠な要素であり，今後の社会福
祉計画の課題である。このような社会福祉計画の課
題を考察することによって，地方分権とローカルガ
バナンスの必要性を指摘した。
社会福祉の実践者養成に携わる者として，福祉専
門職が国民の期待に応えられるように，微力ながら
貢献したいと考える。
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